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・　地方税は，教職員給与負担権限の広島市への移譲に伴う税源移譲による個人住民税の
増等により，前年度と比べ75億６千６百万円（1.6％）増加した。

・　県税交付金等は，教職員給与負担権限の広島市への移譲に伴う税源移譲の影響や地方
消費税交付金の減等により，前年度と比べ64億９千万円（▲8.2％）減少した。

・　地方交付税は，普通交付税は増となる一方，災害に関連する特別交付税の減等によ
り，前年度と比べ35億４千４百万円（▲1.7％）減少した。

・　国県支出金は，災害復旧事業費や幼児教育・保育の無償化に係る国庫支出金の増等に
より，前年度と比べ291億２千２百万円（9.3％）増加した。

・　地方債は，合併特例事業債の増等により，前年度と比べ77億２千９百万円（4.5％）
増加した。

・　その他歳入は，繰入金が減となる一方，平成30年度からの繰越事業に伴う繰越金の増
等により，前年度と比べ27億９千７百万円（1.7％）増加した。

令和元年度市町決算見込及び健全化判断比率見込等について

概　要

【内訳】

　歳入歳出差引から翌年度に繰越すべき財源を除いた実質収支は，前年度に比べ48億４千万
円（42.1％）増加し，全団体黒字であった。

　歳入合計は，前年度と比べ371億８千万円（2.6％）増加した。

歳　入

　令和元年度の県内23市町決算は，平成30年７月豪雨災害への対応や普通建設事業の増など
により，歳入合計は国県支出金や地方債などが増加し，歳出合計においても普通建設事業費
などが増加したことから，歳入歳出ともに増加した。

Ⅰ 普通会計決算見込

資料番号 地域２

令和２年９月３０日

市 町 行 財 政 課

（単位：百万円，％）

区 分
令 和 元 年 度

①
平 成 30 年 度

②
増　減　額
③（①－②）

増　減　率
③/②＊100

歳 入 合 計 Ａ 1,455,712 1,418,532 37,180 2.6

歳 出 合 計 Ｂ 1,425,971 1,384,287 41,684 3.0

歳入歳出差引 Ｃ(Ａ－Ｂ) 29,741 34,246 ▲ 4,505 ▲ 13.2

翌年度に繰越すべき財源　Ｄ 13,393 22,738 ▲ 9,345 ▲ 41.1

実 質 収 支 Ｃ － Ｄ 16,348 11,508 4,840 42.1

※項目ごとに百万円単位で四捨五入しているため，差引等において一致しないことがある。

（単位：百万円，％）

① 構成比 ② 構成比
482,422 33.1 474,856 33.5 7,566 1.6

72,938 5.0 79,428 5.6 ▲ 6,490 ▲ 8.2

208,054 14.3 211,598 14.9 ▲ 3,544 ▲ 1.7

341,234 23.4 312,112 22.0 29,122 9.3

181,380 12.5 173,651 12.2 7,729 4.5

36,639 2.5 31,333 2.2 5,306 16.9

49,367 3.4 60,632 4.3 ▲ 11,265 ▲ 18.6

169,684 11.7 166,887 11.8 2,797 1.7

20,016 1.4 30,940 2.2 ▲ 10,924 ▲ 35.3

32,659 2.2 19,985 1.4 12,674 63.4

1,455,712 100.0 1,418,532 100.0 37,180 2.6
※ 項目ごとに百万円単位で四捨五入しているため，差引等において一致しないことがある。

地 方 債

うち合併特例事業債

そ の 他 歳 入

歳 入 合 計

う ち 繰 入 金

う ち 繰 越 金

増減率
③/②*100

区 分
増減額

③(①－②)

うち臨時財政対策債

県 税 交 付 金 等

地 方 税

地 方 交 付 税

国 県 支 出 金

令和元年度 平成30年度
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３

○

・　人件費は，時間外勤務手当や退職手当の減等により，前年度と比べ40億１千４百万円
（▲1.6％）減少した。

・　扶助費は，児童福祉費や社会福祉費の増等により，前年度と比べ116億５千３百万円
（3.8％）増加した。

・　公債費は，臨時財政対策債の増等により，前年度と比べ８億６百万円（0.5％）増加
した。

・　普通建設事業費は，学校施設整備事業や庁舎等整備事業の増等により，前年度と比べ
238億９千７百万円（15.6％）増加した。

・　その他経費は，積立金の増等により，前年度と比べ98億５千８百万円（2.1％）増加
した。

４

（２）経常収支比率の推移

歳　出

　歳出合計は，前年度と比べ416億８千４百万円（3.0％）増加した。

【内訳】

財政指標の推移

（１）歳入・歳出の推移
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【経常収支比率の推移】
● 経常収支比率（％）

＝ ×100

※比率が高いほど財政の硬直性が進んでいる。

経常経費充当一般財源

経常一般財源等

（％）
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【歳入の推移】

その他

地方債

国県支出金

地方交付税

地方税・
地方譲与税

（単位：億円）

2,085 2,051 2,560 2,558 2,518 

3,007 3,125 
3,108 3,098 3,215 

1,763 1,699 
1,686 1,621 1,629 

1,666 1,654 
1,635 1,942 2,176 

4,739 4,612 
4,602 4,623 

4,722 
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【歳出の推移】

（単位：億円）

その他

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

（単位：百万円，％）

① 構成比 ② 構成比
736,177 51.6 727,732 52.6 8,445 1.2

251,806 17.7 255,820 18.5 ▲ 4,014 ▲ 1.6

321,464 22.5 309,811 22.4 11,653 3.8

162,906 11.4 162,100 11.7 806 0.5

217,596 15.3 194,215 14.0 23,381 12.0

177,506 12.4 153,609 11.1 23,897 15.6

うち補助事業費 75,168 5.3 58,862 4.3 16,306 27.7

うち単独事業費 102,338 7.2 94,747 6.8 7,591 8.0

40,089 2.8 40,606 2.9 ▲ 517 ▲ 1.3

472,198 33.1 462,340 33.4 9,858 2.1

1,425,971 100.0 1,384,287 100.0 41,684 3.0
※ 項目ごとに百万円単位で四捨五入しているため，差引等において一致しないことがある。

歳 出 合 計

うち普通建設事業費

そ の 他 経 費

投 資 的 経 費

公 債 費

扶 助 費

人 件 費

うち災害復旧事業費

増減率
③/②*100

義 務 的 経 費

増減額
③(①－②)

区 分
令和元年度 平成30年度
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Ⅱ　地方公営企業（法適用）決算見込

１　概　要

　○　事業数は57事業で，前年度より６事業増となっている。

　○　経常収益は1,942億３千１百万円で，前年度と比べ54億２千９百万円（2.9％）の増加，
　　経常費用は1,833億５千７百万円で，前年度と比べ49億５千６百万円（2.8％）の増加となった。

　○　経常収益から経常費用を引いた経常損益は，前年度と比べ４億７千３百万円（4.5％）増加し，
　　全体では108億７千４百万円の黒字となっている。

　○　経常損失を生じた赤字事業数は12事業で，前年度から１事業増加した。

　○　経常収支比率については，前年度と比べ0.1ポイント改善し，105.9％となった。

令 和 元 年 度 平 成 30 年 度 増　減　額 増　減　率
① ② ③（①－②） ③/②*100

57 51 6 11.8
194,231 188,802 5,429 2.9
155,174 151,729 3,445 2.3
183,357 178,401 4,956 2.8
10,874 10,401 473 4.5
11,154 10,657 497 4.7

280 256 24 9.4
12 11 1 9.1

105.9 105.8 0.1
 ※項目ごとに百万円単位で四捨五入しているため，差引等において一致しないことがある。

２　事業別の決算見込

　○　赤字事業は，水道事業が１事業，病院事業が３事業，下水道事業が７事業，その他事業が１事業
　　となっている。

　○　累積欠損金を有する事業は18事業で，金額は51億９千３百万円となった。
　　　また，事業別では，病院事業が35億２千７百万円で，全体の約７割を占めている。

　○　不良債務を有する事業は１事業となっている。

経 常 損 失 を 生 じ た 事 業 数
経 常 収 支 比 率 （ A/C ）

経 常 損 益 （ Ａ － Ｃ ） Ｄ
Ｄの 経 常 利 益 Ｅ
内訳 経 常 損 失 Ｆ

区　　　　分

全 事 業 数
経 常 収 益 Ａ

う ち 営 業 収 益 Ｂ
経 常 費 用 Ｃ

【赤字・黒字別事業数及び経常収支比率の推移】

※累積欠損金 ＝ 当年度未処理欠損金 （各事業年度の損失(赤字)額の累積）
※不良債務 ＝ 流動負債－流動資産(翌年度繰越財源を除く。）
※項目ごとに百万円単位で四捨五入しているため，差引等において一致しないことがある。

Ⅱ 地方公営企業（法適用）決算見込

(単位：百万円，％）

(単位：百万円，％）

● 経常収支比率 (％)

経常収益

経常費用

※黒字の場合は100％を上回る。

＝ ×100

(単位：百万円，％）

うち赤字 ① ② ①－② ①/②*100 事業数 金額 事業数 金額

水道 19 1 61,721 55,826 5,895 110.6 1 84 0 0

工業用水道 3 0 4,275 3,060 1,215 139.7 1 186 0 0

病院 10 3 53,672 53,640 32 100.1 6 3,527 0 0

観光 1 0 36 35 1 102.9 1 778 0 0

下水道 23 7 74,484 70,753 3,731 105.3 8 618 1 3

その他 1 1 43 43 0 99.7 1 0 0 0

合計 57 12 194,231 183,357 10,874 105.9 18 5,193 1 3

不良債務
事業名

累積欠損金経 常 収 益 経常費用 経常損益 経常収支比率事業数
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（単位：％）

広 島 市 12.4 13.1 ▲ 0.7 183.7 190.4 ▲ 6.7

呉 市 9.3 10.5 ▲ 1.2 74.4 86.6 ▲ 12.2

竹 原 市 8.8 9.0 ▲ 0.2 84.8 58.4 26.4

三 原 市 6.3 6.7 ▲ 0.4 41.9 36.5 5.4

尾 道 市 6.4 6.4 0.0 34.5 34.7 ▲ 0.2

福 山 市 1.4 1.4 0.0 - - 0.0

府 中 市 9.3 9.2 0.1 74.1 69.2 4.9

三 次 市 7.0 7.0 0.0 52.8 51.9 0.9

庄 原 市 13.2 14.4 ▲ 1.2 111.9 120.7 ▲ 8.8

大 竹 市 16.1 16.6 ▲ 0.5 157.3 167.8 ▲ 10.5

東 広 島 市 0.5 0.3 0.2 - - 0.0

廿 日 市 市 4.7 5.6 ▲ 0.9 74.7 64.4 10.3

安 芸 高 田 市 13.8 14.2 ▲ 0.4 94.1 92.0 2.1

江 田 島 市 6.2 6.0 0.2 23.4 10.4 13.0

府 中 町 5.6 7.1 ▲ 1.5 109.6 113.6 ▲ 4.0

海 田 町 7.6 9.4 ▲ 1.8 7.1 - 7.1

熊 野 町 6.9 7.1 ▲ 0.2 7.8 8.5 ▲ 0.7

坂 町 3.6 3.9 ▲ 0.3 - - 0.0

安 芸 太 田 町 12.6 10.3 2.3 62.4 65.5 ▲ 3.1

北 広 島 町 14.6 15.2 ▲ 0.6 74.0 87.8 ▲ 13.8

大 崎 上 島 町 12.7 10.1 2.6 - - 0.0

世 羅 町 10.7 10.5 0.2 16.5 20.1 ▲ 3.6

神 石 高 原 町 6.3 6.5 ▲ 0.2 - - 0.0

県 内 平 均 8.8 9.2 ▲ 0.4 92.9 94.9 ▲ 2.0

〃(政令市除き) 5.9 6.3 ▲ 0.4 21.8 20.5 1.3

県 13.8 13.6 0.2 223.7 220.3 3.4

○　県内各市町の令和元年度決算における健全化判断比率は，いずれも財政健全化計画の策定が必要
　となる早期健全化基準を下回っている。

・　実質赤字比率（早期健全化基準：11.25～15％以上，財政再生基準：20％以上）

　　全団体黒字であり，実質赤字は発生していない。

・　連結実質赤字比率（早期健全化基準：16.25～20％以上，財政再生基準：30％以上）

　　全団体黒字であり，実質赤字は発生していない。

・　実質公債費比率（早期健全化基準：25％以上，財政再生基準：35％以上）

　　県内平均：8.8％（H30：9.2％）

　　増減理由：既発債の償還終了等により，臨時財政対策債等を除いた実質的な地方債の
　　　　　　　元利償還金が減少したため，0.4ポイント改善した。

・　将来負担比率（早期健全化基準：市町350％以上　都道府県及び政令市400％以上）

　　県内平均：92.9％（H30：94.9％）

　　増減理由：公営企業への繰入見込額が減少したこと等により，2.0ポイント改善した。

・　資金不足比率（経営健全化基準：20％）

　　令和元年度の決算において，全団体すべての会計で資金不足額は発生していない。

区 分
実質公債費比率 将来負担比率

令和元年度
Ａ

平成30年度
Ｂ

増　減
Ａ－Ｂ

令和元年度
Ａ

平成30年度
Ｂ

増　減
Ａ－Ｂ

※県内平均は，加重平均である。

Ⅲ 健全化判断比率等
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（単位：百万円，％）

広 島 市 630,898 1.8 243,112 2.3 46,156 3.5 626,663 1.7 372,325 1.3 66,427 9.4 2,176

呉 市 109,131 0.9 31,787 ▲ 0.4 20,579 ▲ 4.6 107,329 2.9 54,136 ▲ 0.2 19,908 6.5 973

竹 原 市 14,195 ▲ 2.1 3,850 ▲ 1.9 2,707 ▲ 8.3 13,504 ▲ 4.7 5,362 ▲ 3.7 2,738 30.2 158

三 原 市 54,225 3.3 14,490 4.1 11,615 ▲ 0.3 51,805 3.1 23,396 2.2 11,036 20.4 925

尾 道 市 69,076 9.9 18,559 ▲ 2.3 14,762 ▲ 0.3 68,242 11.0 29,683 1.3 15,308 55.8 332

福 山 市 187,678 8.2 76,915 2.3 16,210 1.9 182,024 9.7 89,164 1.9 33,093 57.8 3,628

府 中 市 21,928 4.4 5,393 ▲ 1.9 6,178 2.1 20,532 5.1 9,354 0.9 3,187 29.5 809

三 次 市 39,452 3.8 7,310 0.8 14,528 ▲ 5.7 38,344 6.7 13,971 4.6 6,363 9.1 540

庄 原 市 31,330 ▲ 0.7 4,277 2.0 13,372 ▲ 4.0 30,639 ▲ 0.2 11,665 ▲ 6.2 7,293 6.0 481

大 竹 市 14,476 1.1 5,433 ▲ 2.8 1,518 12.0 13,883 ▲ 2.5 6,327 ▲ 0.6 2,161 ▲ 20.4 126

東 広 島 市 82,710 1.4 32,986 2.8 9,905 ▲ 17.9 77,432 1.9 39,411 3.6 11,861 ▲ 3.2 3,521

廿 日 市 市 56,165 ▲ 5.6 16,440 0.7 9,241 3.5 55,522 ▲ 6.0 24,630 2.7 10,671 ▲ 43.5 169

安芸高田市 22,761 3.3 3,738 1.8 8,330 ▲ 3.9 22,171 4.6 9,482 ▲ 2.1 4,103 12.6 252

江 田 島 市 17,648 13.3 2,575 0.0 6,241 ▲ 5.7 17,083 13.3 6,667 0.1 4,629 77.7 55

府 中 町 16,975 ▲ 0.2 7,468 ▲ 2.2 995 5.1 16,929 0.3 9,571 3.4 2,081 ▲ 10.3 7

海 田 町 11,895 10.4 4,365 1.6 1,094 ▲ 3.3 11,352 11.7 4,985 0.9 2,642 84.3 405

熊 野 町 9,713 ▲ 0.4 2,477 1.4 2,215 0.7 9,427 ▲ 0.6 3,711 3.2 1,747 ▲ 8.4 142

坂 町 10,483 5.2 2,331 ▲ 0.4 953 ▲ 21.5 9,954 4.0 2,526 ▲ 3.4 3,335 5.4 354

安芸太田町 7,756 6.7 911 1.5 3,918 10.3 7,487 4.6 2,860 6.3 746 70.0 231

北 広 島 町 15,567 ▲ 4.7 3,144 ▲ 0.1 5,789 ▲ 0.9 15,406 ▲ 3.8 6,956 2.3 2,043 ▲ 2.9 76

大崎上島町 6,957 ▲ 11.5 1,569 ▲ 20.8 2,153 ▲ 5.5 6,773 ▲ 10.8 2,379 ▲ 2.0 1,131 ▲ 41.7 91

世 羅 町 12,787 2.9 2,200 0.3 4,672 ▲ 4.5 12,331 4.3 4,534 ▲ 1.1 2,534 28.7 336

神石高原町 11,906 ▲ 3.3 1,203 0.8 4,922 ▲ 2.1 11,137 ▲ 3.9 3,084 ▲ 23.6 2,559 16.6 562

計 1,455,712 2.6 492,532 1.6 208,054 ▲ 1.7 1,425,971 3.0 736,177 1.2 217,596 12.0 16,348

計
（政令市除き）

824,814 3.3 249,419 0.9 161,898 ▲ 3.1 799,308 4.1 363,852 1.0 151,169 13.2 14,172

（注１）団体ごとに百万円単位で四捨五入しているため，計において一致しない場合がある。

（注２）実質収支　･･･歳入歳出差引額－翌年度に繰り越すべき財源

対前年度
増減率

令和元年度　市町別普通会計決算の状況

区　分

歳入総額 歳出総額
実質
収支

地方税等 地方交付税 義務的経費 投資的経費

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増減率
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（単位：百万円，％）

広 島 市 98.4 0.3 1,049,051 1.6 3,984 15.5 0.83 0.00

呉 市 98.0 1.9 123,215 ▲ 1.2 6,464 6.9 0.61 0.00

竹 原 市 100.6 0.2 13,501 7.2 530 ▲ 53.1 0.61 0.00

三 原 市 92.5 ▲ 0.2 66,736 0.6 7,041 0.1 0.56 ▲ 0.01

尾 道 市 97.2 1.7 78,205 6.6 6,585 ▲ 7.8 0.56 ▲ 0.01

福 山 市 84.8 ▲ 0.4 146,298 4.9 25,449 6.0 0.82 0.00

府 中 市 97.7 1.7 23,248 ▲ 2.0 2,729 ▲ 13.8 0.47 0.00

三 次 市 97.5 0.8 48,594 ▲ 3.0 2,993 ▲ 4.3 0.34 0.01

庄 原 市 97.8 ▲ 0.4 38,578 ▲ 0.3 3,728 4.2 0.26 0.00

大 竹 市 96.9 ▲ 1.2 21,373 ▲ 0.1 1,449 0.5 0.83 ▲ 0.01

東 広 島 市 91.2 3.6 74,404 ▲ 3.4 15,412 2.8 0.83 0.00

廿 日 市 市 93.8 ▲ 1.1 67,972 9.8 5,188 ▲ 6.0 0.64 ▲ 0.01

安 芸高 田市 98.2 0.8 25,322 ▲ 3.2 1,139 ▲ 38.8 0.31 0.00

江 田 島 市 98.3 1.7 18,689 6.0 5,560 ▲ 14.2 0.31 0.00

府 中 町 98.6 1.1 25,123 2.3 1,306 ▲ 4.9 0.91 ▲ 0.01

海 田 町 86.6 ▲ 0.4 9,330 10.9 2,095 5.3 0.79 0.00

熊 野 町 92.8 2.0 7,368 2.2 1,274 ▲ 12.5 0.53 ▲ 0.01

坂 町 86.5 2.5 7,641 18.1 1,899 38.6 0.75 ▲ 0.01

安 芸太 田町 103.4 0.1 11,370 ▲ 3.7 2,481 ▲ 17.1 0.20 0.00

北 広 島 町 90.9 1.3 15,596 ▲ 5.6 1,397 ▲ 5.5 0.35 0.00

大 崎上 島町 95.8 10.2 9,939 ▲ 0.4 2,519 ▲ 12.2 0.38 0.04

世 羅 町 93.2 ▲ 1.6 10,949 ▲ 5.4 2,110 ▲ 11.2 0.32 0.00

神 石高 原町 82.2 1.9 12,246 2.0 4,757 ▲ 1.4 0.21 0.00

計 95.2 0.6 1,904,748 1.6 108,089 ▲ 1.5 － －

計
（政令市除き）

92.8 0.8 855,697 1.7 104,105 ▲ 2.0 － －

（注１）団体ごとに百万円単位で四捨五入しているため，計において一致しない場合がある。

（注２）経常収支比率　　…　経常一般財源総額に対する経常経費充当一般財源の割合

（注３）経常収支比率の計欄は，加重平均である。

区　分

経常収支比率 地方債現在高 財調・減債基金現在高 財政力指数

対前年度
増減

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増減
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経常費用 経常損益 経常収 累積欠損金 不良債務

うち営業収益 （Ａ－Ｃ） 支比率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ / Ｃ
広 島 市 水道 24,253 21,144 22,661 1,592 107.0 0 0

病院 2,586 1,889 2,585 2 100.1 559 0
下水（公共） 42,441 32,706 41,017 1,424 103.5 0 0
下水（特環） 484 239 484 1 100.0 0 0
下水（農集） 857 106 857 ▲ 1 100.0 0 0
下水（特排） 78 11 78 0 100.0 0 0

70,700 56,095 67,682 3,017 104.5 559 0
呉 市 水道 5,448 5,032 5,389 60 101.1 0 0

工水 580 555 537 43 107.9 0 0
病院 633 490 686 ▲ 53 92.3 319 0
下水（公共） 6,320 4,308 5,984 335 105.6 0 0
下水（特環） 690 193 696 ▲ 6 99.2 6 0

13,671 10,579 13,292 379 102.9 325 0
竹 原 市 水道 917 886 730 187 125.7 0 0
三 原 市 水道 3,114 2,528 2,551 562 122.0 0 0
尾 道 市 水道 3,864 3,548 3,596 267 107.4 0 0

病院 13,554 11,654 13,650 ▲ 96 99.3 759 0
下水（公共） 1,503 754 1,484 20 101.3 196 0
下水（特環） 207 75 209 ▲ 3 98.7 6 3

19,128 16,030 18,939 188 101.0 961 0
福 山 市 水道 8,491 7,881 6,729 1,762 126.2 0 0

工水 3,179 2,935 2,096 1,083 151.7 0 0
病院 20,068 18,593 20,057 11 100.1 0 0
下水（公共） 11,697 7,532 10,038 1,659 116.5 0 0

43,436 36,940 38,919 4,516 111.6 0 0
府 中 市 水道 664 602 631 33 105.2 0 0

病院 1,318 1,121 1,285 32 102.5 1,155 0
1,982 1,723 1,916 65 103.4 1,155 0

三 次 市 水道 1,727 1,017 1,689 38 102.2 0 0
病院 8,817 8,220 8,698 119 101.4 0 0
下水（公共） 1,127 274 1,027 100 109.7 0 0
下水（特環） 440 77 431 9 102.2 0 0
下水（農集） 643 131 621 22 103.6 0 0
下水（特排） 64 21 62 2 103.6 0 0

12,818 9,740 12,528 290 102.3 0 0
庄 原 市 水道 1,133 651 1,056 77 107.2 0 0

病院 1,370 954 1,323 47 103.6 632 0
2,503 1,605 2,379 124 105.2 632 0

大 竹 市 水道 519 442 474 45 109.4 0 0
工水 516 471 427 89 120.9 186 0
下水（公共） 939 662 874 65 107.5 0 0

1,974 1,575 1,775 199 111.2 186 0
東 広 島 市 水道 4,848 4,128 4,166 682 116.4 0 0

下水（公共） 4,094 3,074 3,955 138 103.5 37 0
194 31 198 ▲ 3 98.2 79 0

下水（農集） 203 47 208 ▲ 4 97.9 66 0
その他 43 18 43 0 99.7 0 0

9,383 7,298 8,571 812 109.5 182 0
廿 日 市 市 水道 2,732 2,149 2,491 241 109.7 0 0

観光（宿泊） 36 0 35 1 102.9 778 0
2,768 2,149 2,526 242 109.6 778 0

安 芸 高 田 市 水道 940 446 910 30 103.3 0 0
江 田 島 市 水道 775 698 645 130 120.1 0 0

下水（公共） 332 114 331 1 100.3 0 0
下水（特環） 606 113 606 0 100.0 0 0
下水（農集） 190 29 190 0 100.0 0 0

1,904 954 1,773 131 107.4 0 0
府 中 町 下水（公共） 1,219 834 1,206 12 101.0 0 0
海 田 町 水道 415 377 347 68 119.7 0 0
熊 野 町 水道 482 441 429 53 112.4 0 0
安 芸 太 田 町 病院 1,964 1,531 1,936 28 101.5 0 0
北 広 島 町 水道 550 249 489 62 112.6 0 0

病院 12 0 12 0 100.0 0 0
562 249 501 62 112.3 0 0

大 崎 上 島 町 水道 471 284 448 23 105.0 0 0
世 羅 町 水道 378 197 394 ▲ 16 95.9 84 0

下水（公共） 127 21 159 ▲ 32 79.9 185 0
下水（特環） 29 5 37 ▲ 8 78.3 43 0

534 223 590 ▲ 56 90.5 311 0
神 石 高 原 町 病院 370 19 370 0 100.0 0 0
世羅中央病院企業団 病院 2,980 2,669 3,039 ▲ 59 98.1 103 0

経常費用 経常損益 経常収 累積欠損金 不良債務

うち営業収益 （Ａ－Ｃ） 支比率
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ / Ｃ

水道 19 61,721 52,699 55,826 5,895 110.6 84 0
工業用水道 3 4,275 3,961 3,060 1,215 139.7 186 0
病院 10 53,672 47,139 53,640 32 100.1 3,527 0
観光 1 36 0 35 1 102.9 778 0
下水道 23 74,484 51,357 70,753 3,731 105.3 618 3
その他 1 43 18 43 0 99.7 0 0

57 194,231 155,174 183,357 10,874 105.9 5,193 3
注）項目ごとに百万円単位で四捨五入しているため，差引等において一致しないことがある。

下水（特環）

計

計

計

事　業　名

令和元年度　団体別地方公営企業（法適用）決算の状況

（単位：百万円，％）

 経 常 収 益

事　業　名

団　体　名

事
業
数

団 体 分 計

計

計

計

計

計

経 常 収 益

計

計

計

総　　計

計

計

団　体　名
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【参考】健全化判断比率等の算定方法

一般会計等の実質赤字

標準財政規模

標準財政規模　～　税収や地方交付税等の一般財源の標準規模

連結実質赤字額

標準財政規模

標準財政規模　～　税収や地方交付税等の一般財源の標準規模

標準財政規模　～　税収や地方交付税等の一般財源の標準規模

資金不足額

事業の規模

実質赤字比率＝

実質赤字　～　歳入から歳出及び翌年度に繰越すべき財源を差し引いた実質収支額が負となった額

連結実質赤字比率＝

連結実質赤字　～　団体に属する全会計の実質収支等を連結し合算した額が負となった額

実質公債費比率＝
（３ヵ年平均）

（元利償還金＋準元利償還金）－ （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　係る基準財政需要額算入額）

将来負担額　～　一般会計等が将来負担すべき負債（地方債現在高，債務負担行為支出予定額，退職手当支給額等）

資金不足比率＝

資金不足額　～　法適用事業においては，流動負債及び建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした
　　　　　　　地方債の現在高から流動資産を差し引いた額。
　　　　　　　　法非適用事業においては，歳出，翌年度に繰越すべき財源及び建設改良費等以外の経費の財源
　　　　　　　に充てるために起こした地方債の現在高から歳入を差し引いた額。

標準財政規模－ （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

元利償還金　　～　一般会計等の地方債に係る元利償還金
準元利償還金　～　公営企業や一部事務組合等の地方債の元利償還に係る一般会計等の負担金等
標準財政規模　～　税収や地方交付税等の一般財源の標準規模

将来負担比率＝

将来負担額　－ （充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

※算定対象

区　　分 一般会計等 公営企業会計
一部事務組合
広 域 連 合

土地開発公社
第3セクター等

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率 会計毎
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